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令和 7年度山梨県健全化判断比率の審査意見について

　地方公共団体の財政の健全化に関する法律第 3 条第 1 項の規定に

基づき審査に付された令和 7 年度山梨県健全化判断比率について審

査した結果、次のとおり意見書を提出します。

梨 監 第 7 9 3 号

令 和 8 年 9 月 8 日

山梨県知事　　長　崎　幸 太 郎　殿

写





令和 7 年度山梨県健全化判断比率審査意見書

第1　審査の対象

　令和７年度の山梨県一般会計、特別会計及び公営企業会計の決算等に基づく、実質

赤字比率、連結実質赤字比率、実質公債費比率及び将来負担比率（以下「健全化判断

比率」という。）並びにその算定の基礎となる事項を記載した書類を対象に審査を実

施した。

第2　審査の期間

　令和 8 年 8 月 12 日から令和 8 年 9 月 7 日まで

第3　審査の手続

　審査に当たっては、山梨県監査基準に準拠し、並行して実施している一般会計・特

別会計歳入歳出決算審査の状況及び財政状況並びに第三セクター等への県の財政的支

援の状況（債務保証、損失補償）を考慮に入れるほか、次の点に主眼をおいて実施した。

⑴　健全化判断比率の算定の基礎となる数値は、適正に算定されているか。

⑵　健全化判断比率の算定の過程に誤りはないか。

⑶　地方公共団体の財政の健全化に関する法律、同法施行令等に基づき、適切な算定

要素が用いられているか。

第4　審査の結果及び意見

1　審査の結果

　前記の手続により審査した結果、算定の基礎となる事項を記載した書類は法令等に

基づき適切に作成されており、健全化判断比率は適正な算定結果と認められる。

（単位：％）

令和 7 年度 令和 6 年度 早期健全化基準 財政再生基準

実 質 赤 字 比 率 － － 3.75 5.00

連結実質赤字比率 － － 8.75 15.00

実 質 公 債 費 比 率 10.1 10.7 25.0 35.0

将 来 負 担 比 率 164.5 164.9 400.0

注）実質赤字比率及び連結実質赤字比率は、赤字額がないため「－」で表示される。
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2　審査の意見

⑴　実質赤字比率

　令和 7 年度の実質収支額が 120 億 9,127 万円余の黒字であることから、実質赤字

比率は前年度と同様に算定されない。

⑵　連結実質赤字比率

　令和 7 年度の連結実質収支額が 305 億 3,956 万円余の黒字（資金剰余）であるこ

とから、連結実質赤字比率は前年度と同様に算定されない。

⑶　実質公債費比率

　令和 7 年度の実質公債費比率は 10.1％で、早期健全化基準を下回っており、前年

度と比較して 0.6 ポイント低下（改善）している。

　これは、県債等残高の計画的な削減により元利償還金が減少したことなどによる

ものである。

　実質公債費比率は、地方債の発行に総務大臣の許可が必要となる 18％を下回っ

ているものの、県債等残高の増加は財政の硬直化を招く要因ともなることから、県

債の発行に当たっては、後年度の負担について十分検討するとともに、実質的な公

債費の縮減に向けて計画的に取り組むなど、引き続き財政の健全化に努められたい。

⑷　将来負担比率

　令和 7 年度の将来負担比率は 164.5％で、早期健全化基準を下回っており、前年

度と比較して、0.4 ポイント低下（改善）している。

　これは、退職手当負担見込額が増加した一方、地方債の償還等に充当可能な基金

が増加したことなどによるものである。

　将来負担額の大部分を県債等残高が占めていることから、将来の負担軽減に繋が

るよう、有利な交付税措置のある県債の活用に取り組むとともに、県民ニーズを的

確に把握し、今後の行政需要に応じた計画的な県債の発行に努められたい。

　また、将来負担額のうち、経営改革プランを策定した出資法人 4 団体に係る県負

担見込額は 108 億 3,949 万円と多額であることから、引き続き各法人の経営状況を

注視し、プランに基づいた取組を着実に実行することにより、県負担見込額の更な

る削減を図られたい。

－ 2－
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令和 7年度山梨県資金不足比率の審査意見について

　地方公共団体の財政の健全化に関する法律第 22 条第 1 項の規定

に基づき審査に付された令和 7 年度山梨県資金不足比率について審

査した結果、次のとおり意見書を提出します。

梨 監 第 7 9 4 号

令 和 8 年 9 月 8 日

山梨県知事　　長　崎　幸 太 郎　殿

山梨県監査委員　　入　倉　博　文

山梨県監査委員　　大久保　俊　雄

山梨県監査委員　　桐　原　正　仁

写





令和 7 年度山梨県資金不足比率審査意見書

第1　審査の対象

　令和 7 年度山梨県公営企業会計の決算に基づく、次に掲げる公営企業会計の資金不

足比率及びその算定の基礎となる事項を記載した書類を対象に審査を実施した。

⑴　山梨県営電気事業会計

⑵　山梨県営温泉事業会計

⑶　山梨県営地域振興事業会計

⑷　山梨県流域下水道事業会計

第2　審査の期間

　令和 8 年 8 月 12 日から令和 8 年 9 月 7 日まで

第3　審査の手続

　審査に当たっては、山梨県監査基準に準拠し、知事から提出された資金不足比率及

びその算定の基礎となる事項を記載した書類について、次の点に主眼をおいて実施した。

⑴　資金不足比率の算定の基礎となる数値は、適正に算定されているか。

⑵　資金不足比率の算定の過程に誤りはないか。

⑶　地方公共団体の財政の健全化に関する法律、同法施行令等に基づき、適切な算定

要素が用いられているか。

第4　審査の結果及び意見

1　審査の結果

　前記の手続により審査した結果、算定の基礎となる事項を記載した書類は法令等に

基づき適切に作成されており、資金不足比率は適正な算定結果と認められる。

（単位：％）

資 金 不 足 比 率
経営健全化基準

令和 7 年度 令和 6 年度

電 気 事 業 会 計 － － 20.0

温 泉 事 業 会 計 － － 20.0

地 域 振 興 事 業 会 計 － － 20.0

流 域 下 水 道 事 業 会 計 － － 20.0

注）いずれの公営企業会計も資金不足額がないため「－」で表示される。

－ 3－



2　審査の意見

　電気事業会計、温泉事業会計及び地域振興事業会計並びに流域下水道事業会計にお

いて、いずれも資金の不足額が生じていないことから、資金不足比率は前年度と同様

に算定されない。

　引き続き、各公営企業の健全な経営に努められたい。

－ 4－



付　　　表

第1　実 質 赤 字 比 率

第2　連結実質赤字比率

第3　実 質 公 債 費 比 率

第4　将 来 負 担 比 率

第5　資 金 不 足 比 率

第6　健全化判断比率等

　　　の 対 象 会 計





第1　実質赤字比率

【計算式】
　　　　　　　　一般会計等の実質赤字額（A）
実質赤字比率 ＝ 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　  
　　　　　　　　　　　標準財政規模（B）

【計算結果】
　　　　　　　　一般会計等の実質赤字額（A）　　  △ 12,091,272
実質赤字比率 ＝ 　　　　　　　　　　　　　　  ＝ 　　　　　　　 × 100 ＝ － （△ 4.34％）
　　　　　　　　　　　標準財政規模（B）　　　　　 278,139,582

注）実質収支額が黒字であることから、実質赤字比率は算定されないが、参考値として、黒字額の実質赤字比
率を負の値で（　）内に表示した。

一般会計等に係る実質収支額（A） （単位：千円）

会 計 名

歳入総額 歳出総額 翌年度に繰り越すべき財源 実質収支額⑻

⑴ ⑵
継続費逓
次繰越額

⑶

繰越明許
費繰越額

⑷

事故繰越
繰 越 額

⑸

事　業
繰越額

⑹

未 収 入
特定財源

⑺

⑴－⑵－⑶－
⑷－⑸－⑹＋
⑺　　　　　

一 般 会 計 584,804,844 556,431,827 0 97,579,964 1,097,805 0 76,185,007 5,880,255

一
般
会
計
等
に
属
す
る
特
別
会
計

恩 賜 県 有 財 産 特 別 会 計 9,438,122 8,091,370 0 1,470,417 9,680 0 1,295,934 1,162,589

災 害 救 助 基 金 特 別 会 計 1,799 1,799 0 0 0 0 0 0

母子父子寡婦福祉資金特別会計 140,718 99,044 0 27,885 0 13,789 0 0

中小企業近代化資金特別会計 3,122,670 1,646,842 0 0 0 0 0 1,475,828

市町村振興資金特別会計 4,139,813 599,858 0 11,600 0 0 0 3,528,355

県 税 証 紙 特 別 会 計 967,009 922,764 0 0 0 0 0 44,245

集 中 管 理 特 別 会 計 104,811,591 104,811,591 0 0 0 0 0 0

林業・木材産業改善資金特別会計 156,688 29,670 0 0 0 127,018 0 0

公 債 管 理 特 別 会 計 109,624,168 109,624,168 0 0 0 0 0 0

合 計 817,207,422 782,258,933 0 99,089,866 1,107,485 140,807 77,480,941 12,091,272

標準財政規模（B）　　　　　　 （単位：千円）

区 分 金 額

標 準 税 収 入 額 等 130,855,406

普 通 交 付 税 額 147,284,176

臨時財政対策債発行可能額 0

合 計 278,139,582

【早期健全化基準等】　 （単位：％）

早 期 健 全 化 基 準 3.75 

財 政 再 生 基 準 5.00 

【実質赤字比率の推移】　　　　　　　　　　　 （単位：千円、％）

年 度 Ｒ 5 Ｒ 6 Ｒ 7

実 質 収 支 額 15,692,589 10,507,085 12,091,272

標 準 財 政 規 模 270,856,606 274,969,974 278,139,582

実 質 赤 字 比 率 △ 5.79 △ 3.82 △ 4.34

注）実質収支額が黒字であることから、実質赤字比率は算定されないが、参考値として、黒字額の実質赤字比率
を負の値で表示した。

－ 5－



第2　連結実質赤字比率

【計算式】
　　　　　　　　　 連結実質赤字額（A）＋（B）＋（C）
連結実質赤字比率 ＝ 　　　　　　　　　　　　　　　  
　　　　　　　　　　　　　標準財政規模（D）

【計算結果】
　　　　　　　　　 連結実質赤字額（A）＋（B）＋（C）　　 △ 30,539,565
連結実質赤字比率 ＝ 　　　　　　　　　　　　　　　   ＝ 　　　　　　　 ×100 ＝ －（△ 10.97％）
　　　　　　　　　　　　　標準財政規模（D）　　　　　  278,139,582

注）連結実質収支額が黒字（資金剰余）であることから、連結実質赤字比率は算定されないが、参考値として、
黒字（資金剰余）額の連結実質赤字比率を負の値で（　）内に表示した。

一般会計等に係る実質収支額（A） （単位：千円）

会 計 名

歳入総額 歳出総額 翌年度に繰り越すべき財源 実質収支額⑻

⑴ ⑵
継続費逓
次繰越額

⑶

繰越明許
費繰越額

⑷

事故繰越
繰 越 額

⑸

事　業
繰越額

⑹

未 収 入
特定財源

⑺

⑴－⑵－⑶－
⑷－⑸－⑹＋
⑺　　　　　

一 般 会 計 584,804,844 556,431,827 0 97,579,964 1,097,805 0 76,185,007 5,880,255

一
般
会
計
等
に
属
す
る
特
別
会
計

恩 賜 県 有 財 産 特 別 会 計 9,438,122 8,091,370 0 1,470,417 9,680 0 1,295,934 1,162,589

災 害 救 助 基 金 特 別 会 計 1,799 1,799 0 0 0 0 0 0

母子父子寡婦福祉資金特別会計 140,718 99,044 0 27,885 0 13,789 0 0

中小企業近代化資金特別会計 3,122,670 1,646,842 0 0 0 0 0 1,475,828

市町村振興資金特別会計 4,139,813 599,858 0 11,600 0 0 0 3,528,355

県 税 証 紙 特 別 会 計 967,009 922,764 0 0 0 0 0 44,245

集 中 管 理 特 別 会 計 104,811,591 104,811,591 0 0 0 0 0 0

林業・木材産業改善資金特別会計 156,688 29,670 0 0 0 127,018 0 0

公 債 管 理 特 別 会 計 109,624,168 109,624,168 0 0 0 0 0 0

合 計 817,207,422 782,258,933 0 99,089,866 1,107,485 140,807 77,480,941 12,091,272

一般会計等以外の特別会計のうち公営企業に係る特別会計以外の会計に係る実質収支額（B） （単位：千円）

会 計 名

歳入総額 歳出総額 翌年度に繰り越すべき財源 実質収支額⑻

⑴ ⑵
継続費逓
次繰越額

⑶

繰越明許
費繰越額

⑷

事故繰越
繰 越 額

⑸

事　業
繰越額

⑹

未 収 入
特定財源

⑺

⑴－⑵－⑶－
⑷－⑸－⑹＋
⑺　　　　　

国 民 健 康 保 険 特 別 会 計 75,321,731 73,720,402 0 0 0 0 0 1,601,329

公営企業会計（法適用企業）に係る資金不足・剰余額（C） （単位：千円）

会 計 名

流動資産 流動資産控除財源 算入地方債 流動負債 流動負債控除企業債 資金剰余額

⑴ ⑵ ⑶ ⑷ ⑸ ⑴－⑵－⑶－⑷
＋⑸　　　　　

電 気 事 業 会 計 17,787,678 0 0 2,421,852 17,243 15,383,069

温 泉 事 業 会 計 574,004 0 0 13,328 0 560,676

地 域 振 興 事 業 会 計 164,850 0 0 58,899 0 105,951

流 域 下 水 道 事 業 会 計 3,767,489 716,640 0 3,259,101 1,005,520 797,268

合 計 22,294,021 716,640 0 5,753,180 1,022,763 16,846,964

－ 6－



標準財政規模（D）　　　　　　（単位：千円）

区 分 金 額

標 準 税 収 入 額 等 130,855,406

普 通 交 付 税 額 147,284,176

臨時財政対策債発行可能額 0

合 計 278,139,582

【早期健全化基準等】　（単位：％）

早 期 健 全 化 基 準 8.75

財 政 再 生 基 準 15.00

【連結実質赤字比率の推移】　　　　　　　　　（単位：千円、％）

年 度 Ｒ 5 Ｒ 6 Ｒ 7

実 質 収 支 額 等 28,373,983 27,811,891 30,539,565

標 準 財 政 規 模 270,856,606 274,969,974 278,139,582

連結実質赤字比率 △ 10.47 △ 10.11 △ 10.97

注）連結実質収支額が黒字（資金剰余）であることから、連結実質赤字比率は算定されないが、参考値として、
黒字（資金剰余）額の連結実質赤字比率を負の値で表示した。

－ 7－



第3　実質公債費比率

【計算式】
　　　　　　　 　   （地方債の元利償還金（A）＋準元利償還金（B））－

実質公債費比率 　   （特定財源（C）＋元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額（D））
　　　　　　　 ＝ 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　
 （ 3 か年平均）　　 標準財政規模（E）－（元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額（D））

【計算結果】

実質公債費比率
（ 3 か年平均）

＝
令和 5 年度

＋
令和 6 年度

＋
令和 7 年度

÷ 3 ＝ 10.1 ％
11.01419 9.85614 9.67131

 （単位：千円）

区 分 令和 5 年度 令和 6 年度 令和 7 年度

地方債の元利償還金（繰上償還額等を除く） （A） 63,505,786 59,657,479 58,627,966

準元利償還金 （B） 8,227,830 8,146,742 7,793,831

特定財源 （C） 2,742,766 3,615,402 4,523,769

元利償還金と準元利償還金に係る基準財政需要額算入額 （D） 44,004,973 41,142,439 38,745,473

標準財政規模 （E） 270,856,606 274,969,974 278,139,582

実質公債費比率（単年度）

（R 5 ）
（63,505,786＋8,227,830）－（2,742,766＋44,004,973）

× 100 ＝ 11.01419％
270,856,606 － 44,004,973

（R 6 ）
（59,657,479＋8,146,742）－（3,615,402＋41,142,439）

× 100 ＝  9.85614％
274,969,974 － 41,142,439

（R 7 ）
（58,627,966＋7,793,831）－（4,523,769＋38,745,473）

× 100 ＝  9.67131％
278,139,582 － 38,745,473

【早期健全化基準等】　（単位：％）

早 期 健 全 化 基 準 25.0

財 政 再 生 基 準 35.0

【実質公債費比率の推移】　　　　　　　　　　　　（単位：％）

年 度 Ｒ 5 Ｒ 6 Ｒ 7

実質公債費比率
（3 か年平均）

11.2 10.7 10.1
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第4　将来負担比率

【計算式】
　　　　　　　　将来負担額（A）－
　　　　　　　 （充当可能基金額＋特定財源見込額＋地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額）（B）
将来負担比率 ＝ 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　  
　　　　　　　　 標準財政規模（C）－（元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額（D））

【計算結果】
　　　　　　　　（1,045,251,685 － 651,271,021）
将来負担比率 ＝ 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 × 100 ＝ 164.5 ％
　　　　　　　　 （278,139,582 － 38,745,473）

将来負担額（A） （単位：千円）

区 分 会 計 名 等 金 額

地 方 債 の 現 在 高

一 般 会 計 915,216,213

恩 賜 県 有 財 産 特 別 会 計 12,775,656

母 子 父 子 寡 婦 福 祉 資 金 特 別 会 計 78,181

中 小 企 業 近 代 化 資 金 特 別 会 計 3,640,314

林業・ 木材産業改善資金特別会計 5,750

小 計 931,716,114

債務負担行為に基づく支出予定額 一 般 会 計 621,867

公 営 企 業 債 等 繰 入 見 込 額 流 域 下 水 道 事 業 会 計 9,899,994

退 職 手 当 負 担 見 込 額 一 般 会 計 91,529,982

設立法人の負債額等負担見込額（＊）

道 路 公 社 153,097

土 地 開 発 公 社 4,823,896

地 方 独 立 行 政 法 人 0

第 三 セ ク タ ー 等 6,506,735

小 計 11,483,728

連 結 実 質 赤 字 額 0

合 計 1,045,251,685

＊うち、経営改革プランを策定した出資法人 4 団体（土地開発公社、環境整備事業団、農業振興公社、住宅供給公社）
に係る県負担見込額…10,839,490 千円

充当可能財源等（B） （単位：千円）

区 分 金 額

地 方 債 の 償 還 額 等 に 充 当 可 能 な 基 金 133,700,987

地 方 債 の 償 還 額 等 に 充 当 可 能 な 特 定 の 歳 入 見 込 額 15,408,729

地 方 債 現 在 高 等 に 係 る 基 準 財 政 需 要 額 算 入 見 込 額 502,161,305

合 計 651,271,021

標準財政規模（C） （単位：千円）

標 準 財 政 規 模 278,139,582

元利償還金と準元利償還金に係る基準財政需要額算入額（D） （単位：千円）

元 利 償 還 金 と 準 元 利 償 還 金 に 係 る 基 準 財 政 需 要 額 算 入 額 38,745,473

【早期健全化基準】　　　　　（単位：％）

早 期 健 全 化 基 準 400.0

【将来負担比率の推移】　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円、％）

年 度 Ｒ 5 Ｒ 6 Ｒ 7

将 来 負 担 額 1,057,799,001 1,043,286,805 1,045,251,685

充 当 可 能 財 源 等 664,375,929 657,529,705 651,271,021

標 準 財 政 規 模 270,856,606 274,969,974 278,139,582

基準財政需要額算入公債費 44,004,973 41,142,439 38,745,473

将 来 負 担 比 率 173.4 164.9 164.5
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第5　資金不足比率

【計算式】

【計算結果】

注）各公営企業会計の資金不足額の算定結果が資金剰余であることから、資金不足比率は算定されないが、参
考値として、資金剰余額の資金不足比率を負の値で（　）内に表示した。

資金の不足額（△は資金の剰余を示している）（A） （単位：千円）

会 計 名
流動負債 流 動 負 債

控除企業債 算入地方債 流動資産 流動資産
控除財源

資金不足額
（△資金剰余額）

⑴ ⑵ ⑶ ⑷ ⑸ ⑴－⑵＋⑶－⑷＋⑸

電 気 事 業 会 計 2,421,852 17,243 0 17,787,678 0 △ 15,383,069

温 泉 事 業 会 計 13,328 0 0 574,004 0 △ 560,676

地 域 振 興 事 業 会 計 58,899 0 0 164,850 0 △ 105,951

流 域 下 水 道 事 業 会 計 3,259,101 1,005,520 0 3,767,489 716,640 △ 797,268

事業の規模（B） （単位：千円）

会 計 名
営業収益 受託工事収益 事業の規模

⑴ ⑵ ⑴－⑵

電 気 事 業 会 計 6,673,173 0 6,673,173

温 泉 事 業 会 計 118,639 0 118,639

地 域 振 興 事 業 会 計 320,547 0 320,547

流 域 下 水 道 事 業 会 計 3,302,064 0 3,302,064

【経営健全化基準】　　　　　 （単位：％）

経 営 健 全 化 基 準 20.0

資金不足比率 ＝
資金の不足額（A）

事業の規模（B）

〈電気事業会計〉

資金不足比率 ＝
△ 15,383,069

× 100 ＝ －（△ 230.5％）
6,673,173

〈温泉事業会計〉

資金不足比率 ＝
△ 560,676

× 100 ＝ －（△ 472.5％）
118,639

〈地域振興事業会計〉

資金不足比率 ＝
△ 105,951

× 100 ＝ －（△ 33.0％）
320,547

〈流域下水道事業会計〉

資金不足比率 ＝
△ 797,268

× 100 ＝ －（△ 24.1％）
3,302,064
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第6　地方財政健全化法の健全化判断比率等の対象会計

地方自治法の区分 健全化法上の区分 会計・法人等名
実 質 赤 字
比 率

連 結 実 質
赤 字 比 率

実質公債費
比 率

将 来 負 担
比 率

資 金 不 足
比 率

一般会計 一般会計等 ○一般会計

特別会計
【一般会計等に属する特別会計】

○恩賜県有財産特別会計

○災害救助基金特別会計

○母子父子寡婦福祉資金特別会計

○中小企業近代化資金特別会計

○市町村振興資金特別会計

○県税証紙特別会計

○集中管理特別会計

○林業・木材産業改善資金特別会計

○公債管理特別会計

公営事業会計 【公営企業に係る特別会計以外の公営事業会計】

○国民健康保険特別会計

公営企業会計 【法適用企業】

○電気事業会計

○温泉事業会計

○地域振興事業会計

○流域下水道事業会計

一部事務組合等 （本県該当なし）

地方三公社・第 3 セクター等
○土地開発公社

○道路公社

○住宅供給公社

○環境整備事業団

○産業支援機構

○農業振興公社

○信用保証協会

○公立大学法人 山梨県立大学

○地方独立行政法人 山梨県立病院機構

公
営
企
業
会
計

ご
と
に
算
定
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